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私立学校就学支援事業（うち授業料軽減分）
教育庁総務課

１ 目的
生徒及びその保護者等の経済的負担を軽減し、学ぶ意欲のある生徒が等しく教育を受けられるようにするた

め、私立学校の授業料に対して補助する。

２ 概要
（１）高等学校等就学支援金 544,144千円

・内 容 国が生徒に対して支給する就学支援金を代理受領する学校法人に対して交付する。
・支給額 年収９１０万円未満世帯 １１８，８００円／年（ ９，９００円／月）

年収５９０万円未満世帯 ３９６，０００円／年（３３，０００円／月）を上限

（２）私立学校授業料軽減補助 11,784千円
次の授業料軽減措置を講じる学校法人に対して補助す
る。

① 留年等により就学支援金の対象外となった年収５９０
万円未満世帯に対し、授業料負担が月額１万円となる
よう補助

②（新）年収５９０万円以上～６２０万円未満の世帯に対
し、就学支援金にかさ上げして補助

・補助額 １１８，８００円／年（９，９００円／月）
※かさ上げ後の補助額合計 ２３７，６００円／年

就学支援金と授業料軽減補助

支給上限
39万6,000円

23万7,600円
（かさ上げ後）

11万8,800円

590万円 620万円 910万円

（世帯年収）

（
補

助

額
）

(新)授業料軽減補助
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金足農業高等学校整備事業
施設整備室

１ 目的
金足農業高校の現校舎については、建築後５０年

を経過し、老朽化が著しいことから、現在地で改築
することとし、教育環境の充実を図る。

２ 概要
（１）建築設計分 31,809千円

・継続費設定 令和３～５年度
・R5年度事業 基本・実施設計

（２）建築工事分 383,017千円
校内の給排水設備や受電設備等の引込工事及び

野球場の移転造成工事等を行う。

３ 予算額
４１４，８２６千円（ 373,300千円 41,526千円）
内訳 ・委託料 42,098千円

・工事費 372,428千円
・事務費 300千円

４ 債務負担行為
５１１，６７７千円（ 460,500千円 51,177千円）
・事業内容 校内の給排水・電気設備工事、野

球場の造成、野球部室の建築
・設定期間 令和６年度

５ 主要な施設の概要（予定）
①校舎棟、管理棟 (RC-3) 改築 7,388㎡
②実験実習棟 (RC-2) 長寿命化 1,600㎡
③第１体育館棟 (W-1) 長寿命化 2,523㎡
④第２体育館棟 (S-2) 改築 2,507㎡
⑤農業センシング棟 (S-2) 新築 1,168㎡
⑥野球場 造成 約10,000㎡

６ 全体事業費 約１０５億円※
※ 今後の基本・実施設計の結果や物価上昇等の外部的要因などに

より大きく変動する場合がある。

（参考 完成予想図）
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湯沢高等学校整備事業
施設整備室

１ 目的
湯沢高校の現校舎については、まもなく築５０年

を迎え、老朽化が著しいことから、現在地で改築す
ることとし、教育環境の充実を図る。

２ 概要
（１）建築設計分 20,284千円

・継続費設定 令和３～５年度
・R5年度事業 基本・実施設計

（２）建築工事分 329,943千円
教室・管理棟建設予定地にある既存特別教室棟

の解体工事等を行う。

３ 予算額
３５０，２２７千円（ 315,100千円 35,127千円）
内訳 ・委託料 35,574千円

・工事費 313,950千円
・事務費 703千円

４ 債務負担行為
３１９，６８８千円（ 287,700千円 31,988千円）
・事業内容 特別教室棟・渡り廊下、屋外部室

棟の解体
・設定期間 令和６年度

５ 主要な施設の概要（予定）
①教室・管理棟 （RC-4） 改築 6,088㎡
②特別教室棟 （RC-2） 改築 1,481㎡
③第１体育館棟 （RC-2） 長寿命化 2,227㎡
④第２体育館棟 （RC-2） 改築 2,180㎡
⑤ハンドボール場 造成 約1,000㎡

６ 全体事業費 約７７億円※
※ 今後の基本・実施設計の結果や物価上昇等の外部的要因などに

より大きく変動する場合がある。

（参考 完成予想図）
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栗田支援学校整備事業
施設整備室

１ 目的
栗田支援学校の小学部棟校舎については、建築後

４２年を経過し、老朽化が著しいことから、長寿命
化改修を行うこととし、教育環境の充実を図る。

２ 概要
（１）建築設計分 12,110千円

・継続費設定 令和３～５年度
・R5年度事業 基本・実施設計

（２）建築工事分 462,127千円
既存校舎の改修工事に伴う仮設校舎の設置及び

旧秋田養護学校体育館の解体工事等を行う。

３ 予算額
４７４，２３７千円（ 406,800千円 67,437千円）
内訳 ・委託料 24,040千円

・使用料 42,900千円
・工事費 406,112千円
・事務費 1,185千円

４ 債務負担行為
２４３，１００千円( 218,700千円 24,400千円)
・事業内容 仮設校舎使用料（リース）
・設定期間 令和６～８年度

５ 主要な施設の概要（予定）
①小学部棟 （RC-2） 長寿命化 2,753㎡

〃 (職員室ほか)（RC-2） 増築 975㎡
②中・高等部棟 （RC-2,S-1） 長寿命化 5,441㎡
③寄宿舎・食堂棟（RC-1） 長寿命化 1,691㎡
④厨房 （S-1） 増築 358㎡
⑤職業学科棟 （RC-2） 新築 1,186㎡

６ 全体工事費 約６２億円※
※ 今後の基本・実施設計の結果や物価上昇等の外部的要因などに

より大きく変動する場合がある。

（参考 完成予想図）
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（新）保育対策総合支援事業
幼保推進課

１ 目的
地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するため、保育士等が安心して働き続けることができる職場環境

づくり等を支援する。

２ 概要
（１）保育補助者雇上強化事業 7,962千円

待機児童の発生を防止するため、保育補助者の雇い上げに要する経費に対し助成する。
・補 助 先 市町村
・補 助 率 国3/4、県1/8、市町村1/8
・対象施設 ５施設（２市）

（２）保育体制強化事業 6,525千円
保育士の業務負担の軽減を図るため、清掃、消毒、配膳等の保育に係る周辺業務を行う保育支援者の配置

に要する経費に対し助成する。
・補 助 先 市町村
・補 助 率 国1/2、県1/4、市町村1/4
・対象施設 ５施設（４市町村）

（３）働きやすい職場づくり事業 180千円
保育現場の改善に向けた取組を推進するため、勤務形態の改善方法やＩＣＴ活用による業務の効率化等に

ついて学ぶセミナーを開催する。
・対象職員 保育所等の施設長、主任保育士、中堅保育士等

３ 予算額
１４，６６７千円（ １１，２６３千円 ３，４０４千円）
内訳 ・報償費、旅費等 １８０千円

・補助金 １４，４８７千円
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秋田県認定こども園の認定の要件に関する条例の一部を改正する条例案について
幼保推進課

１ 改正理由
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に

基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に
より認定こども園の認定に係る管理運営等の要件を定める等の必要がある。

２ 改正内容
（１）引用している学校教育法の条項を改める。（第２条関係）
（２）認定こども園は、子どもの通園等のために自動車を運行するときは、乗降車の際、点呼等により、子ども

の所在確認を行わなければならないこととする。（第８条関係）
（３）認定こども園は、子どもの通園を目的とした自動車を運行するときは、ブザー等の装置を備え、降車の際、

当該装置を用いて子どもの所在確認を行わなければならないこととする。（第８条関係）

３ 施行期日等
・令和５年４月１日から施行する。
・２（３）については、令和６年３月３１日までの経過措置を講ずる。

※ 本条例が適用となる認定こども園
・幼稚園型……認可幼稚園が、保育が必要な子どものための保育時間を確保するなど、保育所的な

機能を備えて認定こども園としての機能を果たす施設
・保育所型……認可保育所が、保育が必要な子ども以外の子どもも受け入れるなど、幼稚園的な機

能を備えることで認定こども園としての機能を果たす施設
・地方裁量型…幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が、認定こども園として

必要な機能を果たす施設
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。
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秋田県保育所の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案について
幼保推進課

１ 改正理由
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令による児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準の一部改正により保育所の運営に関する基準について所要の規定の整備を行う等の必要がある。

２ 改正内容
（１）保育所は、児童の安全の確保に関する計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じなければならない

こととする。（第３条の２関係）
（２）保育所は、児童の移動のために自動車を運行するときは、乗降車の際、点呼等により、児童の所在確認を

行わなければならないこととする。（第３条の３関係）
（３）保育所は、送迎を目的とした自動車を運行するときは、ブザー等の装置を備え、降車の際、当該装置を用

いて児童の所在確認を行わなければならないこととする。（第３条の３関係）
（４）児童に対する懲戒に係る権限の濫用の禁止に関する規定を削除する。（第９条関係）
（５）保育所は、業務継続計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならないことと

する。（第９条の２関係）
（６）保育所等は、記録、作成その他これらに類するもののうち、書面で行うことが規定されているもの等につ

いては、書面に代え、電磁的記録により行うことができることとする。（第１９条関係）
（７）保育士の員数の算定に係るみなし保育士を配置できる要件を改める。（附則第２項関係）
（８）その他所要の規定の整備を行う。

３ 施行期日等
・令和５年４月１日から施行する。
・ただし、２（４）及び（６）については、公布の日から施行する。
・２（３）については、令和６年３月３１日までの経過措置を講ずる。
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秋
田
県
保
育
所
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
安
全
計
画
の
策
定
等
）

第
三
条
の
二

保
育
所
は
、
児
童
の
安
全
の
確
保
を
図
る
た
め
、
当
該
保
育
所

の
設
備
の
安
全
点
検
、
職
員
、
児
童
等
に
対
す
る
当
該
保
育
所
の
外
で
の
活

動
、
取
組
等
を
含
め
た
当
該
保
育
所
で
の
生
活
そ
の
他
の
日
常
生
活
に
お
け

る
安
全
に
関
す
る
指
導
、
職
員
の
研
修
及
び
訓
練
そ
の
他
当
該
保
育
所
に
お

け
る
安
全
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
計
画
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
安

全
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
、
当
該
安
全
計
画
に
従
い
必
要
な
措
置
を

講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

保
育
所
は
、
職
員
に
対
し
、
安
全
計
画
に
つ
い
て
周
知
す
る
と
と
も
に
、

前
項
の
研
修
及
び
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

保
育
所
は
、
児
童
の
安
全
の
確
保
に
関
し
て
保
護
者
と
の
連
携
が
図
ら
れ

る
よ
う
、
保
護
者
に
対
し
、
安
全
計
画
に
基
づ
く
取
組
の
内
容
等
に
つ
い
て

周
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

保
育
所
は
、
定
期
的
に
安
全
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
当

該
安
全
計
画
の
変
更
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
自
動
車
を
運
行
す
る
場
合
の
児
童
の
所
在
の
確
認
）

第
三
条
の
三

保
育
所
は
、
児
童
の
当
該
保
育
所
の
外
で
の
活
動
、
取
組
等
の

た
め
の
移
動
そ
の
他
の
児
童
の
移
動
の
た
め
に
自
動
車
を
運
行
す
る
と
き
は

、
児
童
の
乗
車
及
び
降
車
の
際
に
、
点
呼
そ
の
他
の
当
該
児
童
の
所
在
を
確

実
に
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
方
法
に
よ
り
、
当
該
児
童
の
所
在
を
確
認
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

保
育
所
は
、
児
童
の
送
迎
を
目
的
と
し
た
自
動
車
（
運
転
者
席
及
び
こ
れ

と
並
列
の
座
席
並
び
に
こ
れ
ら
よ
り
一
つ
後
方
に
備
え
ら
れ
た
前
向
き
の
座

席
以
外
の
座
席
を
有
し
な
い
も
の
そ
の
他
利
用
の
態
様
を
勘
案
し
て
こ
れ
と

同
程
度
に
児
童
の
所
在
の
見
落
と
し
の
お
そ
れ
が
少
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も

の
を
除
く
。
）
を
日
常
的
に
運
行
す
る
と
き
は
、
当
該
自
動
車
に
ブ
ザ
ー
そ

の
他
の
車
内
の
児
童
の
所
在
の
見
落
と
し
を
防
止
す
る
装
置
（
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
ブ
ザ
ー
等
」
と
い
う
。
）
を
備
え
、
当
該
ブ
ザ
ー
等
を
用
い
て

前
項
の
規
定
に
よ
る
児
童
の
所
在
の
確
認
（
児
童
の
降
車
の
際
に
行
う
も
の

に
限
る
。
）
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
他
の
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
の
設
備
及
び
職
員
の
特
例

（
他
の
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
の
設
備
及
び
職
員
の
特
例

）

）

第
六
条

保
育
所
は
、
他
の
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
は
、
必

第
六
条

保
育
所
は
、
他
の
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
は
、
必

要
に
応
じ
当
該
保
育
所
の
設
備
及
び
職
員
の
一
部
を
当
該
他
の
社
会
福
祉
施

要
に
応
じ
当
該
保
育
所
の
設
備
及
び
職
員
の
一
部
を
当
該
他
の
社
会
福
祉
施

設
の
設
備
及
び
職
員
に
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。

設
の
設
備
及
び
職
員
に
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第
十
六
条
第
一

号
の
乳
児
室
又
は
ほ
ふ
く
室
及
び
同
条
第
四
号
の
保
育
室
又
は
遊
戯
室
並
び

に
入
所
し
て
い
る
児
童
の
保
育
に
直
接
従
事
す
る
職
員
に
つ
い
て
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

２

前
項
の
規
定
は
、
第
十
六
条
第
一
号
の
乳
児
室
又
は
ほ
ふ
く
室
及
び
同
条

第
四
号
の
保
育
室
又
は
遊
戯
室
並
び
に
入
所
し
て
い
る
児
童
の
保
育
に
直
接

従
事
す
る
職
員
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
保
育
所
の
設
備
及

び
職
員
に
つ
い
て
は
、
そ
の
行
う
保
育
に
支
障
が
な
い
場
合
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。

（
懲
戒
に
係
る
権
限
の
濫
用
の
禁
止
）

第
九
条

削
除

第
九
条

保
育
所
の
長
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
対
し
法
第
四
十
七
条
第
一

項
本
文
の
規
定
に
よ
り
親
権
を
行
う
場
合
で
あ
っ
て
懲
戒
す
る
と
き
又
は
同

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
懲
戒
に
関
し
当
該
児
童
の
福
祉
の
た
め
に
必
要
な

措
置
を
と
る
と
き
は
、
身
体
的
苦
痛
を
与
え
る
行
為
、
人
格
を
辱
め
る
行
為

そ
の
他
の
懲
戒
に
係
る
権
限
を
濫
用
す
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
業
務
継
続
計
画
の
策
定
等
）

第
九
条
の
二

保
育
所
は
、
感
染
症
又
は
非
常
災
害
の
発
生
時
に
お
い
て
、
児

童
に
対
す
る
支
援
の
提
供
を
継
続
的
に
実
施
し
、
及
び
非
常
時
の
体
制
で
早
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期
の
業
務
再
開
を
図
る
た
め
の
計
画
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
業
務
継
続

計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
、
当
該
業
務
継
続
計
画
に
従
い
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

保
育
所
は
、
職
員
に
対
し
、
業
務
継
続
計
画
に
つ
い
て
周
知
す
る
と
と
も

に
、
必
要
な
研
修
及
び
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

３

保
育
所
は
、
定
期
的
に
業
務
継
続
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要
に
応
じ

て
当
該
業
務
継
続
計
画
の
変
更
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
食
事
）

（
食
事
）

第
十
条

保
育
所
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
食
事
を
提
供
す
る
と
き
は
、
当

第
十
条

保
育
所
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
食
事
を
提
供
す
る
と
き
は
、
当

該
保
育
所
内
で
調
理
す
る
方
法
（
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
保

該
保
育
所
内
で
調
理
す
る
方
法
（
第
六
条

の
規
定
に
よ
り
、
当
該
保

育
所
の
調
理
室
を
兼
ね
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
施
設
の
調
理
室
に
お
い
て
調

育
所
の
調
理
室
を
兼
ね
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
施
設
の
調
理
室
に
お
い
て
調

理
す
る
方
法
を
含
む
。
）
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

理
す
る
方
法
を
含
む
。
）
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
～
４

略

２
～
４

略

（
電
磁
的
記
録
）

第
十
九
条

保
育
所
及
び
そ
の
職
員
は
、
記
録
、
作
成
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す

る
も
の
の
う
ち
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
お
い
て
書
面
（
書
面
、
書
類
、
文
書

、
謄
本
、
抄
本
、
正
本
、
副
本
、
複
本
そ
の
他
文
字
、
図
形
等
人
の
知
覚
に

よ
っ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報
が
記
載
さ
れ
た
紙
そ
の
他
の
有
体
物

を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い

る
も
の
又
は
想
定
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
書
面
に
代
え
て
、
当
該
書
面

に
係
る
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ

っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電

子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
に
よ
り
行

う
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
条

略

第
十
九
条

略

附

則

附

則

１

略

１

略

（
保
育
士
の
員
数
の
算
定
に
関
す
る
経
過
措
置
）

（
保
育
士
の
員
数
の
算
定
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

第
十
七
条
第
二
項
の
規
定

２

乳
児
四
人
以
上
を
入
所
さ
せ
る
保
育
所
に
係
る
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
保
育
士
の
員
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
当
該
保
育
所
に

に
よ
る
保
育
士
の
員
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
当
該
保
育
所
に

勤
務
す
る
保
健
師
、
看
護
師
又
は
准
看
護
師
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
保

勤
務
す
る
保
健
師
、
看
護
師
又
は
准
看
護
師

健
師
等
」
と
い
う
。
）
を
、
一
人
に
限
っ
て
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で

を
、
一
人
に
限
っ
て
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で

き
る
。
た
だ
し
、
乳
児
の
数
が
四
人
未
満
で
あ
る
保
育
所
に
つ
い
て
は
、
子

き
る
。

育
て
に
関
す
る
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
保
健
師
等
を
配
置
し
、
か
つ
、
当

該
保
健
師
等
が
保
育
を
行
う
に
当
た
っ
て
、
当
該
保
育
所
の
保
育
士
に
よ
る

支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
を
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
～
７

略

３
～
７

略
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秋田県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部を改正する条例案について

幼保推進課

１ 改正理由
幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する命令の施行に伴

い、所要の規定の整理を行う必要がある。

２ 改正内容
園児に対する懲戒に係る権限の濫用の禁止に関する規定を削ることとする。（第１４条関係）

３ 施行期日
公布の日から施行する。

※ 幼保連携型認定こども園…幼稚園的機能と保育所的機能の両方の機能をあわせ持つ単一の施設が､
認定こども園としての機能を果たす施設
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秋
田
県
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
学
級
の
編
制
、
職
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
懲
戒
に
係
る
権
限
の
濫
用
の
禁
止
）

第
十
四
条

削
除

第
十
四
条

園
長
は
、
園
児
に
対
し
児
童
福
祉
法
第
四
十
七
条
第
三
項
の
規
定

に
よ
り
懲
戒
に
関
し
当
該
園
児
の
福
祉
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る
と
き

は
、
身
体
的
苦
痛
を
与
え
る
行
為
、
人
格
を
辱
め
る
行
為
そ
の
他
の
懲
戒
に

係
る
権
限
を
濫
用
す
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
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（新）教員業務支援員配置事業
義務教育課

１ 目的
教員と地域人材の連携により、教員の負担軽減を一層図り、子どもたちと向き合う時間の確保と学びの質の

向上を図るため、各市町村立小・中学校及び義務教育学校に働き方改革に資する学校サポーター及び若手教員
支援のための学習指導員を配置する。

２ 概要
（１）働き方改革に資する学校サポーター配置事業 34,219千円

掲示物の作成や教室環境の整備、授業で使用する印刷物や物品の準備、学校行事、式典等の準備や消毒作
業等をサポートする学校サポーターを配置する。
・配置基準 児童生徒数が概ね３００人以上の小・中学校及び義務教育学校
・配置人数 ６６人配置予定（教員免許無し）

（２）学習指導員配置事業 23,440千円
少人数学習に係る教科指導やＴＴ指導、放課後の補習等、児童生徒一人一人に合ったきめ細やかな対応を

実現し、若手教員への助言及び業務支援を実施するため、学習指導員を配置する。
・配置基準 児童数が概ね４００人以上の小学校及び義務教育学校
・配置人数 １０人配置予定（教員免許有り）

３ 予算額
５７，６５９千円（ １７，６０７千円 ４０，０５２千円）
内訳 ・報酬 ４９，０８２千円

・職員手当 ３，０６４千円
・共済費 ３４５千円
・旅費 ５，１６８千円
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（新）ＡＫＩＴＡグローバル人材育成事業
高校教育課

１ 目的
複雑化するグローバル社会で活躍できる人材を育成するため、小中高一貫した英語教育の更なる推進により、

発信力の強化や英語コミュニケーション能力の強化、教員の指導力の向上を図る。

２ 概要
（１）発信力強化プロジェクト 120,739千円

・オンラインによる国際交流の推進 指定校４校
・英語ディベート推進プロジェクト
・外部試験の実施、外国語指導助手の配置

（２）グローバルコミュニケーションプロジェクト 8,771千円
・イングリッシュキャンプ等の開催
・国際交流員の配置
・高校生留学支援 １人当たり６万円、補助率10/10

（３）指導力向上プロジェクト 1,084千円
・英語担当教員の指導力及び英語力の向上と校種間連携

３ 予算額
１３０，５９４千円（ ２，４００千円 ４８０千円 １２７，７１４千円）
内訳 ・報酬、共済費 １１０，４０３千円

・報償費、旅費 ８，７９４千円
・補助金 ９，０２８千円
・委託料 １，０００千円
・需用費、役務費等 １，３６９千円
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高等学校学習環境等整備事業
高校教育課

１ 目的
社会の変化に柔軟に対応し生徒の多様な能力を伸ばすための教育を充実させるため、高等学校の学習環境を

整備する。

２ 概要
（１）専門高校等実習設備充実事業 208,932千円

・工業関係実習設備（鹿角小坂地区統合校）
・小型実習船「眞山丸」（男鹿海洋高校）

区分：第１種小型漁船 総トン数：１９トン以下 定員：３０名
令和５～６年度の２か年で建造予定
令和６年度は債務負担行為を設定（限度額 195,118千円）

（２）ｅ－ＡＫＩＴＡ ＩＣＴ学び推進プラン事業 343,062千円
・教員一人１台パソコンリース料、県立学校ネットワーク維持管理 等

（３）新設統合高等学校等初度調弁費 144,950千円
・能代科学技術高校、大曲高校、鹿角小坂地区統合校、湯沢高校

３ 予算額
６９６，９４４千円（ ６９６，９４４千円）
内訳 ・報償費 ７６０千円

・需用費 ５７，７６２千円
・役務費 ５５，０１９千円
・委託料 ４７，５８４千円
・使用料 ２８７，７４８千円
・工事請負費 １９２，５１１千円
・備品購入費 ５５，５６０千円
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学校職員の定数に関する条例の一部を改正する条例案について
高校教育課

１ 改正理由
児童生徒数の増減等に伴い、学校職員の定数を改める必要がある。

２ 改正内容
公立小学校等の職員定数を次のとおりとする。（第１条～第３条関係）

区分 職員定数（単位：人）
改正前 改正後 増 減

公立の小学校、中学校及び 校長及び教員 4,818 4,729 △ 89
義務教育学校 養護教員 300 296 △ 4

栄養教諭及び学校栄養職員 94 92 △ 2
事務職員 309 304 △ 5

県立高等学校 全日制課程 校長、教員、実習助手及び事務職員 1,881 1,862 △ 19
その他の職員 61 60 △ 1

定時制課程 校長、教員、実習助手及び事務職員 124 123 △ 1
その他の職員 8 7 △ 1

通信制課程 教員及び事務職員 14 16 2
その他の職員 1 1 0

県立特別支援学校 校長、教員、寄宿舎指導員及び事務職員 1,016 1,006 △ 10
その他の職員 76 76 0

計 8,702 8,572 △130

３ 施行期日
令和５年４月１日
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す
る
。
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す
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。
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〇
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〇
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（新）特別支援学校生の職域拡大・職場定着促進事業
特別支援教育課

１ 目的
特別支援学校生の一般就労を支援するため、就労可能な職域の拡大と職場定着の促進を図る。

２ 概要
（１）職域拡大推進員の配置

・事業推進拠点校への職域拡大推進員の配置 １名
・進路指導担当者との連携による事務系等の職域の拡大や職場定着にかかるノウハウと事例の整理

（２）職域拡大・職場定着促進会議の開催
・教育、労働、福祉関係機関、事業所団体等による現状と課題の分析、方策の検討

（３）職域拡大を踏まえた職業教育の充実
・事務系等の職域に対応する職業教育の実施

（４）職域拡大・職場定着に係る理解推進
・特別支援学校就労促進フェアの開催 県内３地区
・リーフレット、動画を活用した情報発信

３ 予算額
３，１０８千円（ ９千円 ３，０９９千円）
内訳 ・報酬、職員手当等 ２，１０３千円

・報償費、旅費 ７３８千円
・需用費、備品購入費等 ２６７千円
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（新）特別支援学校教員の専門性向上サポート事業
特別支援教育課

１ 目的
「第四次秋田県特別支援教育総合整備計画」に基づき、点字指導員や言語聴覚士等の高度な専門性を有する

教員を養成するとともに、車椅子を使う児童生徒の移乗や移動等、教員の業務を補助するスタッフを配置し、
特別支援学校教員の指導・支援の質の向上を図る。

２ 概要
（１）高度な専門性を有する教員の養成

・点字指導員１名
・言語聴覚士１名

【養成計画】
養成人数 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

点字指導員 ５名 １名 １名 １名 １名 １名
言語聴覚士 ２名 １名 １名
歩行指導員 ２名 １名 １名

【養成方法】
点字指導員：講習会受講及び認定試験
言語聴覚士、歩行指導員：養成機関へ派遣（２年間）

（２）車椅子移乗等介助員の配置
・車椅子への移乗や教室間移動等、教員が担う業務を補助するスタッフを配置
・配置人数 ５名

３ 予算額
９，８５６千円（ ３３千円 ９，８２３千円）
内訳 ・報酬、職員手当等 ７，５１６千円

・旅費 ２，３４０千円
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（新）社会教育施設機能強化整備事業
生涯学習課

１ 目的
県民ニーズに応じた社会教育施設の機能強化、管理運営を図るため、必要な整備等を行うとともに、有識者

等による検討委員会を立ち上げ、今後の施設の在り方について検討を行う。

２ 概要
（１）施設機能強化事業 5,960千円

施設機能の強化を図るため、必要な施設の整備を行う。
①県立図書館 照明設備ＬＥＤ化改修（設計）、トイレ・廊下等手すり設置
②県立博物館 トイレ改修

（２）施設運営強化事業 12,467千円
施設の適正な管理運営を図るため、必要な機器等の整備を行う。
購入機器等：カヌー（５台）、温度・湿度データロガー（１３台）、冷凍冷蔵庫（１台）、

動力噴霧器（１台）、マイクロバス（１台） ほか

（３）社会教育施設在り方検討事業 573千円
施設の老朽化や利用環境の変化を踏まえ、今後の施設整備や管理運営の方針を定めるため、有識経験者な

どで構成する検討委員会（委員５名、開催回数を年２回とし、２か年継続を予定）を開催し、県民ニーズに
応じた施設の規模・機能等の検討を行う。

３ 予算額
１９，０００千円（ １３，１００千円 ５，９００千円）
内訳 ・報償費、旅費 ５７３千円

・需用費 ４，０００千円
・委託料 ３，０００千円
・備品購入費 １１，４２７千円
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（新）メタバース×ＭＵＳＥＵＭあきた構築事業
生涯学習課

１ 目的
近代美術館ホームページを入口に、最先端のデジタル技術「メタバース」による仮想近代美術館「メタバー

ス×キンビ」を構築し、いつでもどこにいても、近代美術館の特色あるコンテンツを、現実の制約（距離・時
間・物質・身体等）を超えて気軽に体験することで、誰もが豊かさを享受できるようにし、本県の良質な文化
芸術に親しむ機会の充実と賑わい創出、文化遺産の保存・活用を進める。

２ 概要
（１）「メタバース×キンビ」の構築

仮想空間上に「メタバース×キンビ」を構築し、仮想空間での鑑賞体験やコミュニケーションの実現、広
報の強化等を図る。
主な機能：収蔵作品の高精細展示、テキスト＆音声ガイド、音声チャット、ギャラリートーク 等

（２）近代美術館ホームページのリニューアル
令和６年度の開館３０周年を機に、誰でも見やすく利便性に優れ、仮想空間ともシームレスに連続するホ

ームページを再構築する。

（３）近代美術館ロゴマークの新設
３０周年を迎える近代美術館の価値や独自性、目指す姿を象徴的にロゴマークで可視化する。

３ 予算額
２７，９１５千円（ ２７，９１５千円）
内訳 ・委託料 ２７，４５９千円

・役務費等 ４５６千円
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旅館業法施行条例及び秋田県ふるさと村条例の一部を改正する条例案について
生涯学習課

１ 改正理由
博物館法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。

２ 改正内容
（１）旅館業法施行条例の一部改正（第１条による改正）

①引用している博物館法の条項を改める。（第３条関係）
②その他所要の規定の整理を行う。

（２）秋田県ふるさと村条例の一部改正（第２条による改正）
引用している博物館法の条項を改める。（第６条関係）

３ 施行期日
令和５年４月１日
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４

略

- 24 -



（新）民俗文化財継承支援事業
文化財保護室

１ 目的
後継者育成が課題となっている民俗文化財を継承していくため、継承への意欲を高める取組等を行う。

２ 概要
（１）民俗芸能交流推進事業 3,522千円

「子ども民俗芸能交流大会」の開催により、民俗芸能に取り組む子どもの交流を進め、民俗文化財の継承
意欲を高める。
・令和５年度は県北地区で開催 ※令和６～８年度は中央地区、県南地区で開催予定
・子どもが活動している保存団体（６団体）による民俗芸能の公開
・民俗芸能の継承活動についての意見交換
・高校郷土芸能クラブ等による模範公演
・映像記録の作成、配布

（２）民俗文化財伝承支援事業 500千円
用具修理や後継者育成教室等に補助を行い、保存団体等の活動を活性化させる。
・補助率 国・県指定無形民俗文化財 県1/2（上限30万円）

市町村指定無形民俗文化財 県1/6（上限10万円） ※市町村1/3補助が条件

３ 予算額
４，０２２千円（ ５００千円 ３，５２２千円）
内訳 ・委託料 １，９８０千円

・報償費、旅費 ８８９千円
・需用費、役務費等 ６５３千円
・補助金 ５００千円
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（新）秋田型部活動支援事業
保健体育課

１ 目的
中学校の部活動地域移行の推進に向け、市町村の取組への支援を行うとともに、中学校における部活動指導

の充実と教員の負担軽減を図るため「部活動指導員」の配置を拡充する。さらに、運動部活動の選手が全国大
会等で最大のパフォーマンスを発揮できるよう支援を行う。

２ 概要
（１）中学校部活動地域移行推進事業 23,395千円

・部活動の地域移行に向けた実証事業
県 ：総括コーディネーター配置、関係団体との連絡調整・市町村支援等
市町村：コーディネーター配置、休日の活動に係る地域指導者配置等

（２）部活動指導員配置事業 21,841千円
・配置予定数 ８３人
内訳 １５市町８１人、県立中学校２人（指導員：運動部７１人、文化部１２人）

（３）運動部活動サポート事業 3,636千円
・指導者コーチングスキルアップ、活力アップ支援（中・高校生合同練習会への補助等）
・高校野球強化支援（強化招待試合等への補助等）

３ 予算額
４８，８７２千円（ ３４，１９１千円 １４，６８１千円）
内訳 ・委託料 ２２，２５９千円

・補助金 ２２，４３９千円
・報償費、旅費 ３，３１３千円
・報酬、共済費 ６５５千円
・需用費、役務費、使用料 ２０６千円
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